
重症心身障がい児者及び医療的ケア児者支援に係る
令和８年度の取組（障がい保健福祉関係）

１ 現状

2 課題

重症心身障がい児者や医療的ケア支援児者を支援するため、各種研修の実施、
超重症児等の短期入所受入に係る補助、県医療的ケア児支援センターの運営、医
療的ケアアドバイスチームの設置に向けた調整等を行っている。

① 県内の短期入所事業所が依然として不足している。
② 支援体制が構築されている地域がある一方、依然として体制がない地域がある。

事業名 委託先 R7実績

重症心身障がい支援者育成研修
(福)岩手県社会福祉事業団

修了者数：34名

医療的ケア児等コーディネーター養成研修 修了者数：30名

医療的ケア児支援者育成業務研修 (公社)岩手県看護協会 修了者数：100名

在宅超重症児者(等)短期入所支援事業費補助金 ― 補助見込み：９市町

県医療的ケア児支援センター相談支援等業務 (福)新生会 相談受付数：200件(見込み)

医療的ケアアドバイスチームの設置 (福)新生会(県と連携して実施) ８病院の医師等が参画

資料１
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３ 令和８年度の取組

１ 人材・育成事業関係
(1) 重症心身障がい・医療的ケア児等支援者養成研修

 ① 重症心身障がい支援者育成研修（Web研修＋実地研修）
 ② 医療的ケア児等コーディネーター養成研修

 (1) 医療的ケア児等支援者養成研修（Web研修）
 (2)  医療的ケア児等コーディネーター養成研修（Web研修＋実地研修）

(2) 医療的ケア児支援者育成業務研修（基礎研修・専門研修・交流研修）

２ 短期入所受入体制支援事業関係
(1) 在宅超重症児者（等）短期入所支援事業費補助金（報酬加算補助）
(2) 在宅超重症児者（等）短期入所事業所機器整備補助金（機器購入補助）

３ 支援体制整備事業関係
県医療的ケア児支援センターの運営（医療的ケア児等の相談対応、医療的ケ

ア従事者の人材育成、医療的ケアアドバイスチームの設置、一般県民向けの普
及啓発、短期入所事業所開設促進） 2



重症心身障がい児者及び医療的ケア児者支援に係る
令和８年度の取組（保育関係）

１ 現状

２ 課題

(１) 障がい児保育の実施状況
・ 令和６年度は29市町村281施設において、925人の障がい児保育を実施。
・ 障がい児保育に要する経費は、国が市町村に対し、地方交付税措置。
・ 保育所等が障がい児を受け入れるために必要な改修をする場合の経費を
国、県及び市町村において支援。

(２) 医療的ケア児保育の実施状況
・ 令和６年度は12市町村16施設において、18人の医療的ケア児保育を実施。
・ 医療的ケア児保育のために必要な看護師配置等に係る経費を国、県及び
市町村において支援。

地域における対象児を継続して受け入れる体制を構築する必要があることから、
市町村におけるガイドラインの策定を促進する必要がある。
（令和７年５月末時点：策定済10市町村）
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３ 令和８年度の取組

(１) 研修の実施
○ 保育士等キャリアアップ研修（平成30年度～）

保育現場におけるリーダー的職員を対象として、障がい児保育分野の研修
を実施する。

○ 市町村担当者向け研修（令和６年度～）
医療的ケアの概要、医療的ケア児保育支援における市町村の役割及び具体

の運用等の理解を目的として研修を実施する。

(２) 国庫補助事業（保育対策総合支援事業費補助金）の適切な活用の促進
   市町村と連携し、保育の受入れに係る経費への支援を実施。

○ 障害児受入促進事業（国1/3、県1/3、市町村1/3）
保育所等の改修費支援 １施設当たり年額1,029千円上限

○ 医療的ケア児保育支援事業（国1/2、県1/4、市町村1/4）
看護師等の配置支援 １施設当たり年額5,798千円上限
医療的ケア児の備品購入支援 １施設当たり10万円上限
災害対策備品整備支援 １施設当たり10万円上限 等
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重症心身障がい児者及び医療的ケア児者支援に係る
令和８年度の取組（教育）

１ 現状

（１）重症心身障がい児(医療的ケア児を除く)
ア 県立特別支援学校での在籍状況（令和７年１月現在）

学校数：11校 児童生徒数：91名（小31名、中31名、高29名）＊自宅への訪問教育３名を含む
イ 県立学校における専門家を活用した指導・支援の充実

作業療法士７校７名、理学療法士５校８名、言語聴覚士６校６名、視機能訓練士１校９名
（２）医療的ケア児
ア 県立特別支援学校の在籍状況（令和８年１月現在）

(ｱ)通学生 学校数：９校 児童生徒数：53名（小31名、中10名、高12名）
 医療的ケア看護職員任用数：55名

(ｲ)訪問教育 学校数：５校 児童生徒数：30名（小15名、中11名、高４名）
イ 小・中・義務教育学校（令和７年５月現在＊文部科学省調査による速報値）

(ｱ)小学校 学校数：23校 児童数：27名（通常の学級８名、特別支援学級19名）
(ｲ)中学校 学校数： ４校 生徒数： ４名（通常の学級１名、特別支援学級 ３名）
(ｳ)医療的ケア看護職員任用数 ８市３町：30名

ウ 岩手県立学校医療的ケア体制整備事業
医療的ケア看護職員配置、アドバイザー委嘱、看護職員等研修会実施、実施状況視察

エ 市町村教育支援担当者研修会
岩手県医療的ケア児支援センター及び岩手県訪問看護総合支援センターの協力により実施

オ 医療的ケア児の教育に関わる支援者情報交換会・医療的ケア児のための就学・進学説明会
（主催：岩手県医療的ケア児支援センター 共催：岩手県教育委員会）



３ 令和８年度の取組

○個々の教育的ニーズに対応するための教員の専門性の向上
〇医療的ケア看護職員の安定的な確保と適正な配置
〇医療的ケア看護職員の研修の充実
〇各市町村における医療的ケア児受入れ体制の構築

2 課題

〇専門性向上のための校内研修及び外部専門家を活用した指導支援の充実
〇各県立学校に在籍する医療的ケア児の実態に応じ、引き続き、医療的ケア看護職
員の適正数の配置を進める。

〇医療的ケア看護職員の研修会において、受講者のニーズを基に研修内容の充実を
図る。また、 看護職員同士がつながりをもてるよう互いの学校の様子について情
報交換をする機会を設定する。

〇各市町村教育委員会からの新たに医療的ケア実施体制を構築する場合等に係る相談に
対して、県教育委員会及び各教育事務所に配置している特別支援教育エリアコーディ
ネーター等が対応する。



重症心身障がい児者及び医療的ケア児者支援に係る
令和８年度の取組（医療関係）

１ 現状

2 課題

○ 小児在宅医療等の充実に向け、県では医師や訪問看護師などの医療従事者を対象に在宅医療に
係る支援者の育成に取り組んできたところ。

【R6実績】※オンラインでの参加者をも含む。

○ また、県看護協会と連携し、令和６年度から相談窓口の設置による訪問看護事業所の運営支援
や教育体制の拡充、潜在看護師等の人材確保などの取組を進めるとともに、今年度は小児訪問看
護サービスに対応している訪問看護ステーションの調査を実施した。

○ 医療技術の進歩等を背景に、医療的ケアを受けながら日常生活を営む小児患者は増加しており、
小児分野における在宅医療の需要増加が見込まれる。

○ 県内の重症心身障がい児や医療的ケア児の多くは自宅で生活しており、患者とその家族が、居住
する地域に関わらず適切な支援を受けながら生活するためには、地域における小児在宅医療提供体
制を充実させていく必要がある。

医師向け
(郡市医師会)

歯科医師向け
(歯科医師会)

訪問看護師向け
(訪看ST協議会)

薬剤師向け
(薬剤師会)

小児在宅
(県医師会)

市町村職員向け
(県医師会)

ケアマネ向け
(ケアマネ協会)

施設職員向け
(老健協会) 合計

回数 8 3 7 4 1 4 3 1 31

参加者数 536 131 192 1,072 116 49 209 219 2,524
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３ 令和8年度の取組

○ 訪問看護総合支援事業【継続】
訪問看護事業所の体制を強化するため、相談窓口の設置による運営支援や、潜在看護

師等の就業促進による訪問看護師の確保、教育体制の拡充に向けた取組を実施。

○ 在宅医療人材育成基盤整備事業【継続】
医療・介護福祉従事者等を対象に、知識・技術習得等の向上を目的とした研修会を開催。

○ 在宅医療推進設備整備事業【継続】
在宅医療提供体制を強化するため、①在宅医療に積極的に取り組む医療機関及び①と

連携する訪問看護ステーションを対象に、必要な医療機器等の整備に要する経費を補助。

○ 小児医療遠隔支援事業【継続】
小児医療に係る中核的な病院を遠隔支援システムで結ぶとともに、岩手医科大学に休

日及び夜間のコンサルテーション業務を委託することにより、遠隔地でも小児科専門医
の診断助言を受けることのできる体制を整備。

○ 遠隔医療設備整備事業【継続】
遠隔医療（遠隔病理・画像診断、在宅患者に対する遠隔診断）の実施に必要なコンピ

ューター機器・通信機器等（ソフトウェアの導入を含む）の整備に要する経費を補助。
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重症心身障がい児者及び医療的ケア児者支援に係る
令和８年度の取組（防災関係）

１ 現状

2 課題

○ 災害対策基本法の改正により、平成25年８月に、市町村による避難行動要支援者名簿の作成が
義務化。令和３年５月に避難行動要支援者の個別避難計画の作成が努力義務化
※ 個別避難計画：要配慮者（高齢者、障がい者、難病患者、医療的ケア児・者等）のうち、自
ら避難することが困難な方（＝避難行動要支援者）のために、避難経路、避難支援者など具外
的な支援方法を明記するもの。

〇 今年度、北上市を対象として、県が専門家の助言を得ながら、支援団体の協力のもと、市町村
の取組ノウハウが確立されていない医療的ケア児の個別避難計画作成や避難訓練等の実施による
モデル事例を作成中。

〇 個別避難計画の作成状況の推移（各年５月１日現在（R6、R7年度は４月１日現在））
区分 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

避難行動要支援者名簿登録人数 93,432人 93,670人 75,817人 79,456人
個別避難計画作成数 19,542件 19,047件 19,269件 18,589件
個別避難計画作成割合 20.9％ 20.3％ 25.4％ 23.4％

・高齢化等による避難支援者の確保
・津波の特性を踏まえた個別避難計画の作成
・関係機関の取組機運の醸成と連携強化



３ 令和８年度の取組

○ 市町村担当者研修会の開催
市町村の防災担当者及び福祉担当者の理解促進を目的として、制度の概要や取組ノ

ウハウを共有する研修を実施

○ 市町村担当意見交換会の開催
市町村が抱える課題や、それに対応する他市町村の先進事例等について共有し、効

果的な取組を県全体に波及させるための意見交換会を開催

○ 津波避難に係る沿岸市町村との意見交換
沿岸市町村や専門家と意見交換を行い、津波浸水想定区域に居住する避難行動要支

援者の把握方法等、津波の特性にあった避難行動要支援者の避難支援策の検討を実施

○ 関係者への取組周知及び実践の依頼
庁内関係室課が主催する防災関係者又は福祉関係者を対象とした研修会において、

個別避難計画作成の意義や防災関係者及び福祉関係者が参画することの意義等につい
て説明及び協力を依頼

○ 関係機関との連携強化
庁内の関係課と保健師やケアマネジャー、生活支援員等が避難支援に関わるための

意見交換を実施
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